
   

国 住 心 第 ５ ０ ５ 号 

平成３０年１２月２５日 

 

各 住宅確保要配慮者居住支援協議会（別紙） 御中 

 

国土交通省住宅局安心居住推進課長    

 

 

外国人材の受入れ・共生に係る居住支援について（要請） 

 

 

平素より、居住支援施策の推進にご協力いただき誠にありがとうございます。 

 今般、新たな外国人材受入れのための在留資格を創設する「出入国管理及び難民認

定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 102 号。以下「改正

法」という。）」が平成 30 年 12 月 14 日に公布され、平成 31 年 4 月 1 日に施行される

こととなりました。 

 また、外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ることにより、日本人と外

国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与するという目的を達成するため、外

国人材の受入れ・共生に関して、目指すべき方向性を示す「外国人材の受入れ・共生

のための総合的対応策（以下「総合的対応策」という。別添１。）」が、本日、外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議にて了承されたところです。 

総合的対応策においては、外国人が我が国で生活していくためには、住宅の確保が

極めて重要であることから、住宅確保のための環境整備・支援についての施策が示さ

れております。 

 

各居住支援協議会におかれては、総合的対応策の趣旨をご理解の上、外国人が支障

なく住宅を探し住まうことができるよう、地域の実情を把握し、下記の点にも留意の

上、外国人に対する居住支援について、積極的に取り組んでいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。 

 

なお、別添２・別添３のとおり、地方公共団体及び不動産関係団体にも通知を発出

しておりますので、連携を図っていただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１．外国人に対する居住支援の取組について 

 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19 年法

律第 112 号。以下「住宅セーフティネット法」という。）」で、「日本の国籍を有し

ない者」（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則

（平成 29 年国土交通省令第 63 号）第 3条第 1号）は「住宅確保要配慮者」と定義



   

されています。 

各地における居住支援協議会の活動に当たっては、外国人への居住支援を行って

いる団体との連携や居住支援法人としての指定など、外国人に対する居住支援の更

なる推進・強化についてご検討及びご協力いただきますようお願いいたします。 

なお、居住支援協議会において外国人に対する居住支援を実施している下記のよ

うな事例も参考にしてください。（別添４） 

 

（１） 神奈川県居住支援協議会の例 

協議会で受けた外国人からの相談に対し、外国人に特化した NPO 法人へ

協力を依頼。NPO 法人は協力不動産店へ同行し、入居を支援。入居後のトラ

ブルにも対応。 

（２） 滋賀県居住支援協議会の例 

協力不動産店における外国人の入居契約に際し、協議会が通訳を派遣し

入居後のトラブル発生等の防止を図る。万が一トラブルが発生した場合にも

通訳を派遣。 

 

２．外国人の就労や生活を支援する機関や相談窓口との連携について 

 

総合的対応策では、改正法による外国人材の受入企業は、外国人の住宅の確保を

確実に実施することとされています。また、外国人が生活に関わる様々な事柄につ

いて疑問や悩みを抱いた場合に、適切な情報や相談場所に迅速に到達することがで

きるよう、情報提供・相談を多言語で行う一元窓口である「多文化共生総合相談ワ

ンストップセンター（仮）」が都道府県、政令指定都市及び外国人が集住する市町

村に設置される予定です。 

外国人に対する居住支援を推進するためには、居住支援協議会及び居住支援法人

がこれらの受入企業、登録支援機関、相談窓口及び不動産関係団体との情報共有そ

の他の連携が有効な手段になると考えられます。つきましては、これらの主体に対

して、外国人を対象としたサービスを提供する居住支援協議会、居住支援法人、登

録家賃債務保証業者、登録セーフティネット住宅等に関する積極的な情報提供等を

通じた連携をお願いいたします。 

 

３．外国人の入居受入れに関して、以下のような取組も行われていますので、外国人

に対する居住支援を行うに当たってご活用ください。（別添５） 

 

（１）国土交通省では外国人との契約の際に役立つ実務対応マニュアルである

「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」や外国人向けの部屋探し

ガイドブックを作成し、広く普及を図っています。 

（２）不動産関係団体において、外国人の入居受入れに関する無料相談窓口を設

置しています。 

以上 



国住心第５０５号　別紙

項番 協議会名

1 北海道居住支援協議会

2 青森県居住支援協議会

3 岩手県居住支援協議会

4 宮城県居住支援協議会

5 秋田県居住支援協議会

6 山形県居住支援協議会

7 福島県居住支援協議会

8 茨城県居住支援協議会

9 栃木県住生活支援協議会

10 群馬県居住支援協議会

11 埼玉県住まい安心支援ネットワーク

12 千葉県すまいづくり協議会居住支援部会

13 東京都居住支援協議会

14 神奈川県居住支援協議会

15 新潟県居住支援協議会

16 富山県居住支援協議会

17 石川県居住支援協議会

18 福井県居住支援協議会

19 山梨県居住支援協議会

20 長野県居住支援協議会

21 岐阜県居住支援協議会

22 静岡県居住支援協議会

23 愛知県居住支援協議会

24 三重県居住支援連絡会

25 滋賀県居住支援協議会

26 京都府居住支援協議会

27 Osakaあんしん住まい推進協議会

28 兵庫県居住支援協議会

29 奈良県居住支援協議会

30 和歌山県居住支援協議会

31 鳥取県居住支援協議会

32 島根県居住支援協議会

33 岡山県居住支援協議会

34 広島県居住支援協議会

35 山口県居住支援協議会

36 徳島県居住支援協議会

37 香川県居住支援協議会

38 愛媛県居住支援協議会

39 高知県居住支援協議会

40 福岡県居住支援協議会



41 佐賀県居住支援協議会

42 長崎県居住支援協議会

43 熊本県居住支援協議会

44 大分県居住支援協議会

45 宮崎県住生活協議会

46 鹿児島県居住支援協議会

47 沖縄県居住支援協議会

48 横浜市居住支援協議会

49 川崎市居住支援協議会

50 名古屋市住宅確保要配慮者居住支援会議

51 京都市居住支援協議

52 神戸市居住支援協議会

53 広島市居住支援協議会

54 北九州市居住支援協議会

55 福岡市居住支援協議会

56 熊本市居住支援協議会

57 本別町居住支援協議会

58 鶴岡市居住支援協議会

59 船橋市居住支援協議会

60 千代田区居住支援協議会

61 文京区居住支援協議会

62 江東区居住支援協議会

63 世田谷区居住支援協議会

64 杉並区居住支援協議会

65 豊島区居住支援協議会

66 板橋区居住支援協議会

67 江戸川区居住支援協議会

68 八王子市居住支援協議会

69 調布市居住支援協議会

70 日野市居住支援協議会

71 多摩市住替え・居住支援協議会

72 岐阜市安全・快適居住支援協議会

73 豊中市居住支援協議会

74 姫路市居住支援協議会

75 宝塚市居住支援協議会

76 大牟田市居住支援協議会
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外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策

平成30年12月25日

Ⅰ 基本的な考え方

近年、我が国を訪れる外国人は増加の一途をたどっている。平成24年に836万人であ

った訪日外国人旅行者数は、今年初めて 3,000 万人を超え、我が国に在留する外国人も

平成30年６月末時点で264万人、我が国で就労する外国人も平成29年10月末時点で128

万人と、それぞれ過去最多を記録している。

政府においては、これまで、平成 18 年に取りまとめた「『生活者としての外国人』に

関する総合的対応策」に基づいて外国人が暮らしやすい地域社会づくり等に努めてきた

が、今般、新たな在留資格である「特定技能１号」及び「特定技能２号」（以下「新たな

在留資格」という。）の創設（平成 31 年４月施行）を踏まえつつ、外国人材の受入れ・

共生のための取組を、政府一丸となって、より強力に、かつ、包括的に推進していく観

点から、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（以下「総合的対応策」とい

う。）を取りまとめるに至った。

総合的対応策は、外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ることにより、日

本人と外国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与するという目的を達成するた

め、外国人材の受入れ・共生に関して、目指すべき方向性を示すものである。

政府としては、条約難民や第三国定住難民を含め、在留資格を有する全ての外国人を

孤立させることなく、社会を構成する一員として受け入れていくという視点に立ち、外

国人が日本人と同様に公共サービスを享受し安心して生活することができる環境を全力

で整備していく。

その環境整備に当たっては、受け入れる側の日本人が、共生社会の実現について理解

し協力するよう努めていくだけでなく、受け入れられる側の外国人もまた、共生の理念

を理解し、日本の風土・文化を理解するよう努めていくことが重要であることも銘記さ

れなければならない。

今後、在留外国人の増加が見込まれる中で、政府として、法務省の総合調整機能の下、

外国人との共生社会の実現に必要な施策をスピード感を持って着実に進めていく。

もとより、外国人との共生をめぐる状況は、絶えず変化し続けていくものであり、総

合的対応策に盛り込まれた施策を実施していれば足りるというものではない。国民及び

外国人の声を聴くなどしつつ、定期的に総合的対応策のフォローアップを行い、必要な

施策を随時加えて充実させながら、政府全体で共生社会の実現を目指していく。

Ⅱ 施策

１ 外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取・啓発活動等

(1) 国民及び外国人の声を聴く仕組みづくり

【現状認識・課題】

外国人との共生社会を実現するためには、共生施策としていかなる施策が必要と

watanobe-y2sk
タイプライターテキスト
（抄）

watanobe-y2sk
テキストボックス
別添１




10

提供サービス」（８か国語）について、より一層外国人利用者への適切な対応に

努めるとともに、利用件数の増加に対応した通話回線数の確保など更なる利便性

の向上を図るほか、民事法律扶助を含めた法テラスの多言語での法的支援につい

て、適切な実施と積極的な周知・広報を行う。〔法務省〕《施策番号37》

○ 法務省の人権擁護機関における人権相談や調査救済手続について、８か国語を

目途に多言語対応を進めていくとともに、外国人が多く利用するコミュニティサ

イト等の媒体に広告を多言語で展開するなどして、人権問題が生じた場合に外国

人が幅広く安心して利用できるよう更なる周知を図る。＜再掲＞〔法務省〕《施

策番号38》

○ 失業等による経済的困窮や言語・習慣等の違いによる地域社会からの孤立等に

対する支援ニーズに対応するため、地域の実情に応じて、生活困窮者に対する相

談窓口への通訳の配置や、外国人をサポートする団体等との連携を図るなど、外

国人の状態に応じたきめ細かな支援を行う。〔厚生労働省〕《施策番号39》

④ 住宅確保のための環境整備・支援

【現状認識・課題】

外国人が我が国で生活していくためには、住宅の確保が極めて重要であり、公営

住宅や民間賃貸住宅等について、外国人であることのみを理由として入居を断るこ

とのないよう、受入れ企業が、自ら住宅確保を行うほか保証人として入居をサポー

トするなど、責任をもって住宅の確保を確実に実施するとともに、外国人が円滑に

入居できるようにするための取組を進めていく必要がある。さらに、公営住宅等に

おいて、日本人と同様の入居を推進し、共生社会を実現していく必要がある。

【具体的施策】

○ 新たな在留資格に基づく外国人材や技能実習生の受入れ企業は、自ら適切な住

宅確保を行うほか、保証人として入居をサポートするなど、責任をもって住宅の

確保が確実に実施されるよう、環境整備を行う。

これと併せて、不動産関係団体において、新たな在留資格や技能実習生に係る

制度及びそれに基づいて入国する外国人材の入居受入れの実務に係る賃貸人向け

のガイドブックを新たに作成するとともに、登録支援機関、不動産所有者等に対

して広く周知、普及を図る。〔国土交通省〕《施策番号40》

○ 住宅確保要配慮者への支援を行っている全国の居住支援協議会に対して、外国

人が支障なく住宅を探し住むことのできるよう要請を行い、在留外国人への支援

活動を促すとともに、不動産関係団体において、外国人の住宅確保のための多言

語による情報提供や物件紹介等の取組など、共生社会の実現に向けた施策を積極

的に推進する。

このため、外国人から住まい探しの相談を受け、その入居を受け入れる賃貸人
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や仲介事業者向けの実務対応マニュアルや外国語版の賃貸住宅標準契約書等を内

容とする「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」を不動産関係団体と

連携してホームページで公表するほか、関係事業者への研修会等において、共生

社会の重要性について併せて周知徹底する。また、同ガイドラインにおいては、

外国語版の賃貸住宅標準契約書等に関して多言語対応（８か国語）の充実を図っ

てきており、不動産関係団体との連携の下、更なる普及を図る。あわせて、外国

人も日本人と同様に家賃債務保証サービスを利用し、不当な差別なく契約ができ

るよう、家賃債務保証関連団体に要請する。

さらに、不動産関係団体において、賃貸人の懸念等に対応するため、外国人の

入居受入れに関する無料相談窓口の充実を図る。住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）に基づき、外国人を

含む住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録や住宅情報の提供、居住

支援等を促進する。

特に、外国人の就労や生活を支援する機関や相談窓口に対し、外国人を対象と

したサービスを提供する居住支援協議会、居住支援法人、登録家賃債務保証業者、

登録住宅等に関する情報を積極的に提供することにより、外国人への居住支援の

更なる充実を図る。〔国土交通省〕《施策番号41》

○ 公営住宅に関し、在留資格を持つ外国人について、日本人と同様に入居を認め

るよう、地方公共団体に要請を行っているところ、このような地方公共団体にお

ける取組を更に推進する。

都市再生機構の賃貸住宅について、外国人の居住者が多い団地で実施されてい

る外国人との共生の取組（外国語版の居住者向けリーフレットの配布、管理サー

ビス事務所等における通訳の配置、居住者間の交流イベントの開催等）を推進す

る。〔国土交通省〕《施策番号42》

⑤ 金融・通信サービスの利便性の向上

【現状認識・課題】

外国人が我が国で生活していくに当たっては、家賃や公共料金の支払、賃金の受

領等の様々な場面において、金融機関の口座を利用することが必要となることから、

外国人が円滑に銀行口座を開設できるようにするための取組を進めていく必要が

ある。

また、外国人が我が国で生活していくには、携帯電話をはじめとする通信サービ

スを利用することが必要となることから、携帯電話等の外国人が日常的に利用する

通信サービスを円滑に契約し、利用できるようにするための取組を進めていく必要

がある。

【具体的施策】

○ 全ての金融機関において、新たな在留資格を有する者及び技能実習生が円滑に

口座を開設できるよう、要請する。また、多言語対応の充実や、口座開設に当た



 

国 住 備 第 １ ３ ４ 号 

平成３０年１２月２５日 

 

各都道府県・政令市 

住宅主務部長 殿 

 

                    国土交通省住宅局住宅総合整備課長 

 

公営住宅への外国人の入居に関する取扱いについて 

 

公営住宅への外国人の入居に関する取扱いについては、「外国人登録制度に伴う公営住宅

の賃貸における外国人の取扱いについて」（平成 24 年 6 月 29 日付け国住備第 64 号住宅局

長通知）により通知しているところですが、今般、出入国管理及び難民認定法及び法務省設

置法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 102 号。以下「改正法」という。）が平成 30

年 12月 14日に公布され、平成31年 4月 1日に施行されること及び関係閣僚会議において、

改正法を踏まえた「外国人材の受入れ･共生のための総合的対応策」（平成 30 年 12 月 25 日）

が決定されたことを踏まえ、今後は下記のとおり、各事業主体において、地域の実情を勘案

し、適切にご対応きますようお願いいたします。 

なお、貴管内の事業主体（政令市を除く。）に対してもこの旨周知されるようお願いいた

します。 

 

記 

 

公営住宅の入居申込資格は、出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下

「法」という。）第 22 条第２項（第 22 条の２第４項において準用する場合を含む。）の規

定により永住許可を受けた者並びに日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第 71 号）第３条、第４条及び第５条に定め

る特別永住者として永住することができる資格を有する者について認めるものとし、その他

の外国人についても、法第 19 条の３第１項に規定する中長期在留者については、地域の実

情を勘案の上、可能な限り地域住民と同様の入居申込資格を認める取扱いとしていただき、

あわせて外国語による入居者募集案内等の広報の充実にも努めていただきますようお願い

いたします。 

また、今後は、必要に応じて、法に基づく支援機関や、住宅確保要配慮者に対する賃貸住

宅の供給の促進に関する法律（平成 19 年法律第 122 号）に基づく居住支援協議会等の関係

機関とも連携し、外国人の居住の安定の確保に努めていただきますようお願いいします。 

 なお、外国人の居住支援について、別添のとおり、住宅局安心居住推進課長より各住宅確

保要配慮者居住支援協議会の長あてに通知が発出されていますので、あわせて情報提供いた

します。 

別添２ 



 

 
国 土 動 第 ９ ７ 号 
国 住 賃 第 １ ５ 号 
平 成 3 0 年 1 2 月 2 5 日 

 
不動産関係団体の長 殿 
 

国 土 交 通 省 土 地 ・ 建 設 産 業 局 不 動 産 業 課 長 
 

国土交通省住宅局住宅総合整備課長 
 

共生社会の実現に向けた施策の推進について（依頼） 

 
今般、新たな外国人材受入れのための在留資格を創設する「出入国管理及び難民

認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 102 号。以下「改

正法」という。）」が平成 30 年 12 月 14 日に公布され、平成 31 年４月１日に施行さ

れることとなりました。 

また、外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ることにより、日本人と

外国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与するという目的を達成するた

め、外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議において「外国人材の受入れ・

共生のための総合的対応策」（平成 30 年 12 月 25 日）が決定されました。(【参考

１】) 

 
これを受け、別添のとおり、各居住支援協議会あてに「外国人材の受入れ・共生

に係る居住支援について（要請）（平成 30 年 12 月 25 日国住心第５０５号国土交通

省住宅局安心居住推進課長通知」が発出されたところです。 
貴協会におかれましては、共生社会の実現の重要性をご理解の上、各地域の居住

支援協議会等とも連携し、特に以下の各点を中心に、外国人が支障なく住宅を探し

住まうことができるための支援活動に対するご協力をお願いいたします。 
 
１ 外国人の住宅確保のための多言語による情報提供、物件紹介等 
２ 多言語対応（８カ国語）の賃貸住宅標準契約書等を内容とする「外国人の民

間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」(【参考２】)等の更なる周知・普及 
３ 外国人の入居受入れに関する無料相談窓口の充実 

 

なお、会員企業等の皆様へも周知方お願い申し上げます。 

別添３ 



 

【参考１】 
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（平成 30 年 12 月 25 日外国人材

の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）」（抜粋） 
 
Ⅱ 施策 

１ 外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取・啓発活動等 

(2) 生活サービス環境の改善等 

④ 住宅確保のための環境整備・支援 

【現状認識・課題】 

外国人が我が国で生活していくためには、住居の確保が極めて重要であ

り、公営住宅や民間賃貸住宅等について、外国人であることのみを理由と

して入居を断ることのないよう、受入企業が、自ら住宅確保を行うほか保

証人として入居をサポートするなど、責任をもって住宅の確保を確実に実

施するとともに、外国人が円滑に入居できるようにするための取組を進め

ていく必要がある。さらに、公営住宅等において、日本人と同様の入居を

推進し、共生社会を実現していく必要がある。 

 

【具体的施策】 

○ 新たな在留資格に基づく外国人材や技能実習生の受入企業は、自ら適

切な住宅確保を行うほか、保証人として入居をサポートするなど、責任

をもって住宅の確保を確実に実施されるよう、環境整備を行う。 

これとあわせて、不動産関係団体において、新たな在留資格や技能実

習生に係る制度及びそれに基づいて入国する外国人材の入居受入れの実

務に係る賃貸人向けのガイドブックを新たに作成するとともに、登録支

援機関、不動産所有者等に対して広く周知、普及を図る。〔国土交通省〕

《施策番号 39》 

 

○ 住宅確保要配慮者への支援を行っている全国の居住支援協議会に対し

て、外国人が支障なく住宅を探し住まうことのできるよう要請を行い、在

留外国人への支援活動を促すとともに、不動産関係団体において、外国人

の住宅確保のための多言語による情報提供や物件紹介等の取組みなど、

共生社会の実現に向けた施策を積極的に推進する。 

このため、外国人から住まい探しの相談を受け、その入居を受け入れる

賃貸人や仲介事業者向けの実務対応マニュアルや外国語版の賃貸住宅標

準契約書等を内容とする「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライ

ン」を不動産関係団体と連携してホームページで公表するほか、関係事業

者への研修会等において、共生社会の重要性についてあわせて周知徹底

する。また、同ガイドラインにおいては、外国語版の賃貸住宅標準契約書

等に関して多言語対応（８か国語）の充実を図ってきており、不動産関係

団体との連携の下、更なる普及を図る。あわせて、外国人も日本人と同様

に家賃債務保証サービスを利用し、不当な差別なく契約ができるよう、家

賃債務保証関連団体に要請する。 

さらに、不動産関係団体において、賃貸人の懸念等に対応するため、外



 

国人の入居受入れに関する無料相談窓口の充実を図る。住宅確保要配慮

者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット

法）に基づき、外国人を含む住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅

の登録や住宅情報の提供、居住支援等を促進する。 

特に、外国人の就労や生活を支援する機関や相談窓口に対し、外国人を

対象としたサービスを提供する居住支援協議会、居住支援法人、登録家賃

債務保証業者、登録住宅等に関する情報を積極的に提供することにより、

外国人への居住支援の更なる充実を図る。〔国土交通省〕《施策番号 40》 

 

○ 公営住宅に関し、在留資格を持つ外国人について、日本人と同様に入

居を認めるよう、地方公共団体に要請を行っているところ、このような

地方公共団体における取組を更に推進する。 

都市再生機構の賃貸住宅について、外国人の居住者が多い団地で実施

されている外国人との共生の取組（外国語版の居住者向けリーフレット

の配布、管理サービス事務所等における通訳の配置、居住者間の交流イ

ベントの開催等）を推進する。〔国土交通省〕《施策番号 41》 

 
 
 
 
【参考２】 
「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」 
国土交通省 HP 
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000017.h
tml 
 
 



神奈川県居住支援協議会 滋賀県居住支援協議会

外国人への居住支援に取り組んでいる協議会の例

NPO法人かながわ外国人すまい
サポートセンター

協力不動産店

神奈川県居住支援協議会

協力依頼

相 談

状況共有

【設立】平成２２年１１月
【構成団体】
・地方公共団体（県、19市13町1村）
神奈川県（県土整備局、保健福祉局等）
横浜市、川崎市、相模原市等
・不動産関係団体（4団体）
神奈川県宅地建物取引業協会等
・居住支援団体（15団体）
NPO法人かながわ外国人すまいサポートセンター等
・住宅供給団体（6団体）
神奈川県住宅供給公社 等
【事務局】かながわ住まい・まちづくり協会

相談者(外国人)

【設立】平成２５年３月
【構成団体】
・地方公共団体（県、13市6町）／全市町参加
滋賀県（住宅課、健康福祉政策課等）
大津市、彦根市、近江八幡市等
・不動産関係団体（4団体）
滋賀県宅地建物取引協会等
・その他支援団体（4団体）
滋賀県国際協会等
【事務局】滋賀県土木交通部住宅課、日本賃貸住宅管理協会

滋賀県支部

協議会で受けた外国人からの相談に対し、外国人に特化
したNPO法人へ協力を依頼。
NPO法人（多言語対応の通訳）は協力不動産店へ同行し、
入居を支援。入居後のトラブルにも対応。

＜入居支援＞
通訳が不動産店へ同行
マッチング

＜居住支援＞
トラブルに係る
大家・不動産店対応

協力不動産店における外国人の入居契約に際し、協議会
が通訳を派遣し入居後のトラブル発生等の防止を図る。
万が一トラブルが発生した場合にも通訳を派遣。

外国人

協力不動産店

滋賀県居住支援協議会

賃貸借契約

通訳派遣
（契約時・トラブル対応）

協力依頼

別
添
４



NPO法人かながわ外国人すまいサポートセンター

○神奈川県内に在住または在住を希望する外国人に対して、多言語による入居や退去の相談・支援を行う
○外国人に対し積極的に賃貸住宅の仲介をする登録不動産店「外国人すまいサポート店」への多言語マニュアルの提
供、通訳ボランティアの派遣、各種情報提供を行う

【設 立】

平成13年4月

【対 象 者】

外国人、 生活困窮者

【事業実施地域】

神奈川県を中心とした地域

【特徴】

登録不動産店や不動産業界団体、民族団体、各地域の

国際交流協会、外国人支援ＮＧＯ・ＮＰＯおよび行政と連

携・協力し、「外国人居住支援ネットワーク」を構築

事業のポイント

○多言語コーディネータースタッフによる入居相談の受付
○多言語で作成した公営住宅入居の手引きの提供、入居申請の補助
○外国人に対し積極的に賃貸住宅の仲介をする登録不動産店「外国人す
まいサポート店」に対して、以下の支援を実施
①多言語で作成した入居マニュアルの提供
②物件説明や契約の際など必要に応じて、通訳ボランティアの派遣
③保証会社の情報など外国人の賃貸住宅仲介に関する情報の提供
④外国人とトラブルが発生した場合、すまいサポートセンターが相談窓口
になり各専門相談窓口と連携・協力して対応

▲行政多言語マニュアル研修風景

出典）・かながわ外国人すまいサポートセンターHP

・神奈川県HP
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 不動産事業者等向けに、外国人との契約の際に役立つ実務対応のマニュアルとして作成

賃貸借契約にあたっての配慮事項や賃貸住宅標準契約書等の翻訳※、入居中の生活ルールなどの注意点等
※ 英語、韓国語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、ネパール語、ベトナム語

 作成の経緯

 平成16年３月「規制改革・民間開放推進３カ年計画」、国土交通省「賃貸住宅市場整備研究会」
外国人の入居を円滑化のため、実務対応マニュアルの作成が必要と指摘

 平成17年3月 「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」作成

 平成30年３月に「新たな住宅セーフティネット制度」を踏まえて、見直しを実施

１．外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン

第１章 外国人の民間賃貸住宅への入居について

＜１＞ 需要が高まる賃貸住宅への外国人入居 ＜２＞ 外国人入居受入れのメリットとは
＜３＞ 外国人の入居事例 ＜４＞ ガイドラインの活用

第２章 実務対応Ｑ＆Ａ
第３章 外国人の住まいに関する情報提供事例等
第４章 住宅セーフティネット制度の活用
資料編 希望条件チェックシート、入居審査必要書類チェックシート、入居の約束チェックシート

構成

外国人の民間賃貸住宅入居円滑化に向けた取組み

 外国人向けに、日本での部屋探しに役立つツールとして作成

部屋の探し方、契約時に必要な書類、入居手続き、日本の生活ルール等
※ 英語、韓国語、中国語、スペイン語、ポルトガル語版

２．外国人向け部屋探しのガイドブック

１．部屋探しから入居まで
２．部屋を借りるときに役立つ情報
３．希望条件チェックシート、入居審査必要書類チェックシート、入居の約束チェックシート

構成 別
添
５


